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展開型ゲームとしての労使賃金交渉
――交互提案交渉における効率性と交渉力要因の効果について――
松 本 直 樹
序
ゲーム理論では，自分の決定が他者へ，他者の決定が自分へと，相互に影響
し合う依存関係での意思決定問題が分析対象となる。そのような相互依存関係
を取り扱うためには，そのゲーム状況がどのように表現されるのかが重要と
なってくる。ゲームのルール（構造）がそこで明確に規定されなければならな
いのである。この点で特にプレイヤーとしてはまず誰がいるのか，プレイヤー
が持つ戦略には何があるのか，そして戦略の組み合わせに対応する利得は幾ら
なのか，という３つの要素のみからコンパクトに構成されるものが利得表であ
り，それによってゲームが同時決定される状況を表現・分析しようとするの
が，所謂戦略型ゲームの特徴である。
他方，この戦略型ゲームで曖昧化されている行動決定の順序やその際に利用
可能な情報の役割についても，より明示的に描写しようと工夫されたツールが
ゲームの樹であり，それによってゲーム状況を表現・分析するフレームワーク
が展開型ゲームである。
本稿ではプレイヤーが交互に提案を繰り返す交渉ゲームを取り上げ，これを
特に後者の展開型ゲームと捉えて，以下，考察を加える。１）
１．交渉ゲームの基本モデル
さてある対象物の分割に纏わる交渉事の問題点としては，自分の取り分を多
くすれば相手の取り分がちょうどその分少なくなるという意味で，それぞれ相
手を出し抜く駆け引きが要求される側面と，他方，妥結しなければそもそも共
に得るものがなく（乏しく）なってしまうという意味で，両者間で協調を要す
る側面とが併存する二面性の特徴が挙げられよう。プレイヤー間で利害が真っ
向から１００％対立するならば，一方のプラスは必ず他方のマイナスとなり，そ
の種のゲーム状況は定和ゲームの形で反映させうる。しかし交渉にはそれだけ
ではなくプレイヤー間で利害の共通する部分も含まれているのである。
協調により全体の取り分は部分の合計をしたものを上回るはずである。そも
そもそうでなければ交渉自体が無意味である。そしてその交渉に何らかの費用
が生じるのであれば，両者間で合意を見るタイミングは早ければ早い程望まし
い。しかしその合意のために自らが歩み寄るのではなく，むしろ相手に妥協を
強いるようにしたい。この二面性の特徴故に交渉ゲームが複雑化し，またそれ
によって汲み取るべき意味を多く含んでいるとも言える。このような通常の交
渉のゲーム状況下において，２）先の２つの側面のどちらにどの程度，重きを置け
ばよいのであろうか。
このような特徴を持った交渉事の定式化として，ここでは基本的に一方が提
案後に反対提案ができる交互提案交渉を想定する。一方がまずある成果を対象
としてその分割・分配について提案し，もしその提示が他方に受け入れられれ
ば交渉は妥結する。もし拒否されれば，攻守ところを変えて逆提案が為される。
以降，妥結しない限り，同様にして交互に提案が繰り返されるとする。３）更に完
備情報の仮定を置く。以上の想定に関しては本稿を通して変更をせず，共通の
ものとしておく。
以下，具体例を提示しながら，展開型ゲームとしての交渉の特徴とその解法
を押さえておこう。そこでの特に重要な概念となるのは，均衡経路外での意思
決定である。この含意の把握に役立つよう，基本モデルとして次のようなゲー
ム状況を考える。４）
夏季のみオープンする海の家の営業再開を巡って，組合の代表（委員長）と
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経営者の２人が交渉に入る。この労使間での賃金交渉が妥結しない限り，その
海の家をオープンすることは，取り敢えず原則できないものとする。交渉プロ
セスに関しては単純化したより具体的な想定を置く。営業期間は今年の夏，７
週間だけである。営業により１週当たり１００万円の収益が見込める。オープン
前日に，両者が交渉する。まず組合側が要求額を提示し，それが経営側に承諾
されれば交渉は妥結し，翌日から営業開始となる。もし拒否されればその週に
は営業できず，翌週，経営側が新たに逆提案する。以降，妥結しない限り，同
様にして１週ごと交互に提案が為されるものとする。最後に両者共に承諾する
ことと拒否することが無差別であるときには，その提案を承諾するものとして
おこう。
交渉のルールがこのようであるとき，この交渉は実際どのような経過を辿る
であろうか。そしてその経過を所与とすると，そもそも最初に組合側がどのよ
うな提示をすべきなのであろうか。
ここで展開されるようなシンプルなゲームでは，各決定節におけるプレイ
ヤー単独の意思決定問題に還元しうるため，プレイヤーの行動決定が各サブ
ゲームにおいて最適なものとなっていることをチェックすればよい。終点に一
番近い決定節にてプレイヤーの最適行動を求め，次いでその決定を踏まえその
先行節における最適行動を次々に求めていく。こうして導かれた解がサブゲー
ム完全均衡である。この均衡では，ゲームのどこから考えても，そこから先の
戦略がナッシュ均衡となっていなければならない。事後的なインセンティブを
欠く脅しのような不合理なものを排除するためにも，このようなサブゲーム完
全均衡の導出手順は有効である。こうして経路が確定し，均衡プレイが実現す
る。
本モデルでは営業収益をなしで済ますという機会費用を被るため，速やかな
合意が望まれることになっている。これがここでの均衡経路となろう。しかし
本来，両プレイヤーにとって妥当で納得できることとその結果が均衡プレイと
して成立するかどうかはまったく別問題である。そこで交渉が揉めに揉め，縺
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れに縺れた先の最後の提案の場において，組合側がどのような提案をするのか
を敢えて考えてみたい。こうした手続きがサブゲーム完全均衡導出に直接結び
付いていることは明白である。つまり最終局面から順番に１つずつ前に戻り，
その都度，プレイヤーによる決定に関して合理的に推論していく，というバッ
クワード・インダクションの手法を使うのである。しかしながらこうして得ら
れる均衡プレイにのみ，あるいは均衡の結果にのみ，注意を払うという態度で
は分析には不適切である。均衡経路外での決定もそれと同程度に重要であるた
め，それに対しても目配せを怠ってはならず，明示化せねばならない。展開型
ゲームでは，戦略は決定節すべてにおけるプレイヤーによる行動を順番に指定
した計画リストであり，その組合せとして均衡が定義されるのであるから，行
動決定が潜在的なもの，実現しないものであっても，欠かすことは決してでき
ない。そのため交渉ゲームにおいても，こうした均衡経路外における意思決定
の確認と記録の作業をも必ず経ることになる。５）
１．１ ケース
交渉で最後の日は残り１週間となるその前日である。このタイミングを逃す
と，今年は一切営業できなくなってしまい，双方，取り分ゼロとなる。最後に
この場で提案する番は組合側にある。先に触れたが，ここでは提案する際には
相手が承諾するぎりぎりの提示を行う前提になっている。経営側にとって承諾
と拒否とが無差別となる金額はゼロであるから，それを考慮すると組合側は，
残り１週間の営業による１００万円の収益の全てを組合側の取り分として要求
し，それを受けると，経営者は，渋々ながらもこれに同意せざるを得ない，と
いう推論になる。基本的には最終提案者が優位に立てる結果である。６）このよう
にしてゲームの最終段階で，提案者が持つ優位性を前提として，それ以降の議
論が逆算で組み立てられる。容易に確認できるように，このパターンは本節の
全てのケースにおいて踏襲される。
さて次に，１つ戻って２営業週を残す交渉の席に着くと，今度は２００万円の
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収益に対して経営側の方が提案権を持つことになる。このとき経営者は最後の
交渉の場に持ち込まれた場合，組合側の取り分が１００万円であることを見越し
て，彼らにその１００万円の金額を保証してやり経営側自らの取り分を１００万円
とするであろう。そのとき組合側は最後の交渉の場では１００万円を得られるた
め，この提案は彼らにとって無差別となり，同意されることになる。
更に１つ戻って，営業週数３では何が起こるであろうか。この交渉では利益
合計３００万円の配分方法に対し組合側が提案権を持つが，ここでの提案が同意
を見なければ次の交渉の場で経営側に１００万円の取り分を認めざるを得ないこ
とが分かっているので，それを見越して彼らにその１００万円分を保証し，自ら
に残り２００万円の取り分とすれば，その提案は経営側に同意されることとなる。
この論理を同様に追及すれば，最後に提案する優位性に基づき手にした組合
側の取り分を，その手前の週で経営側が取り返し，またその１つ手前で得る組
合側の取り分を，更にその手前で経営側が取り戻すという繰り返しであり，（交
渉の経過を逆転させると）組合側の先取分を経営側による奪回で埋め合わせ，
帳尻を合わせるという流れとなっていることが確認できよう。結局，提案回数
が１回だけ多い組合側が，夏季直前における営業週数７の交渉開始時に，１００
万円の上積み分を含めた提案，つまり組合自らの取り分４００万円，経営側の取
り分３００万円とする提案が，経営側によって直ちに同意されるという形での交
渉の妥結となる（以上，表１参照のこと）。
もしここで合意を先送りにすれば，その分，営業開始の時期を遅らせること
となり，その間に獲得しうる取り分を双方が共に機会費用として負わねばなら
ない。この意味で交渉を長引かせる費用を補うだけの相手からの妥協が保証さ
れない限り，早期の妥結が望ましいことになる。７）
残りの営業週数 ７ ６ ５ ４ ３ ２ １
組合側の取り分 ４００ ３００ ３００ ２００ ２００ １００ １００
経営側の取り分 ３００ ３００ ２００ ２００ １００ １００ ０
表１
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先に強調したように，事後的なインセンティブを欠く不合理な決定を排除す
るために上述の導出手順は有効である。行動決定が潜在的なもの，実現しない
ものであっても，欠かすことは決してできず，ここでの提案に次ぐ逆提案とい
う交渉遅延に伴う均衡経路外の意思決定の確認を必ず経ることになる。このよ
うにバックワード・インダクションの手法によりサブゲーム完全均衡が導か
れ，確かにここにおいて効率的な均衡経路が確定している。同様の手法を以下
の追加条件の下でも適用し，初回において所望の効率的な結果を得ることがで
きるかどうか，そしてその提案は如何なるものになるのか，をそれぞれ検証す
る。
１．２ ケース
ケースに対する追加条件として，経営者が組合員以外のアルバイト要員を
雇い入れ，営業を開始でき，その場合，その経費を差し引いても４０万円の収
益が残るものとする。これをケースとする。さてこのとき組合は初回にどの
ような提案をすべきであろうか。これを検討するために，この交渉ゲームをど
う捉えればよいのか。組合側は経営側の代替手段の存在を考慮しなければなら
ず，もちろん経営側もそのことを踏まえて提案を変えてくるであろう。そこで
経営側による代替手段の保有以外は前ケースと同様であり，やはりここでも行
き着く先，すなわち最終提案権を有する組合側の出方から議論を始めよう。
まず残り１週間となる前日，組合側は最後の提案を行う。ここで経営側によ
る諾否が無差別となる金額はもはやゼロではない。最後の１週間に他所からの
アルバイト要員を雇用でき，４０万円の収益を挙げうるためこの金額を下回る
如何なる申し出も却下せざるを得ない。そこで組合側はこの４０万円を考慮に
入れ，１週間の営業による１００万円の収益からこの分を差し引き残りの６０万
円を組合側の取り分として提案する。この金額に達して初めて経営側の同意を
得ることになる。このように最後の交渉の場では弱い立場であった経営側が代
替手段により，より強気での対応が可能となっている。
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次に，１つ戻って２営業週を残す交渉の段においては，今度は２００万円の収
益に対して経営側に提案権がある。このとき経営側の対応としては，今し方確
認したように，最後の交渉で組合側の取り分が６０万円であることを織り込み，
彼らにちょうどその金額を保証し，その上で経営側の取り分としてその６０万
円を差し引いた１４０万円を要求するというものとなる。そして組合側は最後の
交渉では６０万円しか得られないため，この提案は彼らにとって無差別であり，
同意されることになる。
更にもう１つ戻って営業週数３ではどうか。この交渉では３００万円が対象と
なり，これに対し提案権を持つ組合側には，ここでの提案が拒否されれば次の
交渉の場で経営側の取り分が１４０万円となることが分かっている。しかしこれ
だけでは不十分であり，アルバイト要員の貢献による収益分４０万円をも所与
として彼らにその合計金額１８０万円を保証しなければならない。こうして相手
の取り分を差し引き，自らに対し１２０万円の取り分として初めて合意を取り付
けられる。
この手順で推論を続ければ，最終的に営業週数７の交渉開始時において組合
側による自らの取り分２４０万円，経営側取り分４６０万円という提案が経営側と
の間で合意を見ることになる（表２参照）。これがここでの均衡の結果である。
この項での表に基づき確認されたい。
１．３ ケース
今度はケースに対する追加条件として，組合員は他の場所で１週当たり
３０万円でアルバイトができるものとする。これがケースである。組合側は
自らの代替手段を念頭に置いて交渉の席に着く。経営側もそのことを見越した
残りの営業週数 ７ ６ ５ ４ ３ ２ １
組合側の取り分 ２４０ １８０ １８０ １２０ １２０ ６０ ６０
経営側の取り分 ４６０ ４２０ ３２０ ２８０ １８０ １４０ ４０
表２
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対応を迫られるであろう。さてこのとき組合は，初回にどのような提案をすべ
きであろうか。
ここでもバックワード・インダクションを議論に適用し，やはり最後の交渉
における組合側の提案から始めよう。ここでは経営側には代替手段は存在せ
ず，その意味でケースでの議論がこの部分ではそのまま当てはまることにな
る。よって経営側は取り分ゼロでも無差別となり，組合側によって１週間分の
収益の全てを取られることを余儀なくされる。このようにこのケースでは最後
の交渉の場において経営側は弱い立場に再び戻ってしまう。
次に，１つ遡って２営業週を残す交渉においてはどうであろうか。今度は
２００万円の収益に対して経営側が提案する。このとき経営者は最後の交渉の場
にまでずれ込んだ場合に，自らの側にはゼロの取り分に対して組合側の取り分
が１００万円となるという不利な立場を自覚するだけでは不十分である。彼らの
同意を得るためにはその１００万円の金額に加えて，この週における彼らの代替
手段によるアルバイト代３０万円を上乗せして保証しなければならない。従っ
て経営側の取り分は７０万円という金額にしかなり得ない。そして組合側は１３０
万円を得られるとき初めて彼らにとって諾否が無差別となり，仮定により同意
せざるを得なくなるのである。
更に１つ戻って営業週数３ではどうなるか。この交渉では３００万円が対象と
なり，ここで提案権を持つ組合側には，提案が拒否されれば次の交渉で経営側
の取り分が７０万円でしかなく，しかも彼らには有効な代替手段がないことも
分かっている。従って彼らにその７０万円を保証し，そして３００万円からの差
額２３０万円を自らの取り分とした提案を行うことになる。このとき経営側はこ
の要求を飲まざるを得ない。
残りの営業週数 ７ ６ ５ ４ ３ ２ １
組合側の取り分 ４９０ ３９０ ３６０ ２６０ ２３０ １３０ １００
経営側の取り分 ２１０ ２１０ １４０ １４０ ７０ ７０ ０
表３
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この手順で推論すると，結果として最終的に当初の営業週数７の交渉開始時
において組合の取り分として４９０万円，経営側の取り分として２１０万円という
組合による提案が経営側によって直ちに同意されることになる（表３参照）。
１．４ ケース
最後にケースとケースの条件を同時に考慮しよう。つまり組合員は他の
場所で１週当たり３０万円でアルバイトができ，他方，経営者も他所からアル
バイト要員を雇い入れて営業の開始ができ，その際その経費を差し引いても
４０万円の収益が残るものとするのである。８）これがこのケースでの条件とな
る。このときこの交渉ゲームでは何が起きるであろうか。そもそも最初に組合
側はどのような提案をすべきであろうか。
この場合，両者は相互に相手の代替手段を織り込んだ提案をしなければなら
ない。ここでもバックワード・インダクションで考える。ケースと同様，最
終段階で組合側は経営側の代替手段を想定すると，組合側の提案を拒否しても
営業可能であり，かつ経営側に４０万円の収益をもたらすという事実に思い及
ばねばならない。そこでそもそもの収益１００万円に対し組合側に６０万円，経
営側に４０万円という提案となるはずである。この提案は経営側に同意される。
以上を踏まえて１つ戻ると，そこでの収益２００万円に対する交渉で，今度は
経営側は，最後には組合側の取り分が６０万円であること，加えて他の職場で
のアルバイト代３０万円を保証し，計９０万円を差し引き，残り１１０万円を自ら
の取り分とする提案を行うことになる。組合側はもしここでこれを下回る提示
が為されるのであればそれを拒否し，代替手段による３０万円をまず確保する。
加えて来りくる次回の交渉での獲得が見込める取り分６０万円も当然その勘定
に入ってくるからである。
さて更に１つ戻ると，そこでは３００万円を対象とした提案が組合側によって
為されることとなる。経営側にはこの提案を拒否し代替手段による４０万円を
稼ぎ，加えて次回の自らの提案により１１０万円を取れることが分かっているの
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で，合計１５０万円を下回る提案には目も呉れないことになる。従ってこの段階
での組合側による提案は共に１５０万円の取り分としたものになる。経営側は前
提によりこれに応じることになる。
この思考実験を続けて行くと，最終的に７００万円の収益を対象とした交渉開
始時において，組合の取り分として３３０万円，経営側の取り分として３７０万円
という組合による提案が為され，それが経営側の同意を得て直ちに賃金交渉が
終結することになる（表４参照）。この提示による配分がサブゲーム完全均衡
の結果である。
１．５ まとめ
以上，全てのケースで共通して見受けられるように，交渉は極めて早期に妥
結し，決して長引くことはない。そうならなければ，営業により本来得られる
はずの収益獲得の機会をその間無駄にすることになり，先延ばしによる費用と
なることが両者にとって自明であるからである。この意味で本節での最初の問
いに対しては，利害の対立する側面と共通する側面の両面を持つ交渉のゲーム
状況下において，後者の側面に重きを置けばよいとの回答になる。しかし注意
すべきは，この効率性を重んじるべきとの結論は，交渉がまとまらず遅延され
るという，実際には生じない頭の中だけでのやり取りを，均衡経路外での決定
として考慮した結果，得られたものであるということである。煩わしく面倒な
交渉遅延や万一の交渉決裂に伴う非効率なやり取りはあくまで可能性としての
み存在するものの，均衡経路外の意思決定の１つとしてここでの効率的なゲー
ムの結果となる組合側による提案にやはり影響を与えているのである。従って
無条件に利害の共通する側面が重視された訳ではない。
残りの営業週数 ７ ６ ５ ４ ３ ２ １
組合側の取り分 ３３０ ２７０ ２４０ １８０ １５０ ９０ ６０
経営側の取り分 ３７０ ３３０ ２６０ ２２０ １５０ １１０ ４０
表４
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更にケース以降においては，お互いに相手の代替手段の価値について，議
論の前提によって正確な情報を持つとされているため，その金額が下限となる
ことを相互に認識し合っている。従って自らの持つ代替手段が強力であれば，
より相手からの妥協を引き出し易く働き，交渉事を自らに有利に運ぶことがで
きるようになっている。このように代替手段の有利不利が交渉参加者の取り分
に影響を与えているのである。しかしながら前項までの説明では必ずしも明確
にはなってはいなかったかもしれないが，その代替手段の金額自体に意味があ
る訳ではない。仮に自らの代替手段が不利になっても相手のそれがより不利化
すれば自らの取り分は増大しうるからである。つまり交渉力を高めるのは，相
手と比較した代替手段の相対的有利さである。この点は例えばケースにおい
て，経営側の代替手段により金額５０万円，組合側の代替手段により４０万円を
獲得できるとするとき，少なくとも残りの営業週数が偶数の段階では，経営側
の代替手段４０万円，組合側の代替手段３０万円であった表４の結果と同一とな
ることからも確認できよう。
そして最後に上の２つの論点から自然に導かれることとして，最初の提案が
即座に受け入れられる以上，代替手段の利用は実際にはあり得ない，というこ
とを強調しておきたい。あくまで潜在的な可能性でしかない。従って代替手段
が有利となったからといって，そのことが直接，自分の取り分を増やすことに
繋がるのではない。代替手段の有利化が交渉を強気で進めることへのコミット
メントとして働き，それが交渉相手からの妥協を引き出すのである。その意味
で代替手段の存在が，言わば間接的に交渉力を高めている。本節における以上
の諸点の含意に注意されたい。
２．モデルの変更：一般化と拡張
前節での提案機会が有限との想定を本節では変更し，ここではむしろ交渉の
期限のない状況，あるいは交渉の最後が分からない状況を対象として考察を続
けることにする。しかしながらやはり同様に労使間での賃金交渉が行われるも
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のとし，その交渉プロセスに関しても依然として極力単純化した想定を置いて
おく。また情報も完備なものとしておく。
交渉経過は次のようである。９）まず組合側が，ここではより一般的にという
利得の配分方法を最初に提案し，１０）もしそれが経営側に受け入れられれば，そ
のとき交渉は妥結し，直ちにその提案に従って分配が為されることになる。他
方，もし拒否されれば，一定期間経過後に，今度は経営側が新たに逆提案する。
以降，妥結しない限りは，同様にして交互に提案が繰り返されるものとする。
このように交互提案の様相は前節のケースとさしたる変化はない。最後にやは
りここでも両者共に承諾することと拒否することが無差別であるときには，そ
の提案は受け入れられるものとしておく。このようであるときどのような交渉
経過を辿り，交渉結果はどのようなものに落ち着くのであろうか。そしてそも
そもまず最初に組合側によってどのような提示が為されるべきなのであろう
か。
２．１ ケース
ここでは代替手段の存在が交渉結果に及ぼす影響を確認することとする。前
節において既にこの種の代替手段の存在を念頭に置いた議論が行われていた
が，交渉が外的に決裂する可能性までは考慮されていなかった。まず本節のケー
スでは，このように交渉が何らかの理由でランダムに打ち切られる恐れのあ
る状況を想定する。１１）
前節では，代替手段に焦点を当て，その相対的有利不利が交渉参加者の取り
分にそれぞれ違った影響を与えることを見てきた。しかしながら上述の通り，
このケースでの交渉においては何らかの理由でランダムに打ち切られるリスク
が介在する。この決裂は提案者によってはコントロールし得ない外的な要因で
生じる。また前節では交渉妥結を先送りすると，営業再開を遅らせ，延いては
生じるはずの収益が断念されねばならず，機会費用としての先延ばし費用が交
渉過程で負わされることになっていた。ここでは交渉が各段階で決裂するリス
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クによって，その種の交渉費用が負担されるものとする。１２）この交渉の決裂す
る確率 は，当然ながらの値を取り，その決裂の際，代替手段によ
る利得は組合側に，経営側にであるものとする。
そこでここでの想定に基づき，より具体的な交渉の定式化を施しておくと，
次のようになる。今，交渉のある段階で組合側の提案が為されるものとしよう。
この提案により，ここで組合の得られるであろう最大利得をと定義する。
これが議論の出発点である。
ここから１段階先に戻って経営側の提案を考える。この段階で妥結しない場
合には，組合側にとっての結果は次期に交渉が確率 で決裂してを得る
か，確率で決裂せずにを得るか，の２通りである。このため経営側
はこの平均利得を保証し，組合側に  ，自らに 
という提案を行うであろう。そしてこの提案は想定により組合側に受
け入れられることになる。
さて更に１つ戻って再び組合側が提案をする際にはどうか。ここで妥結しな
い場合，経営側は次期に確率 で決裂してを得るか，で決裂せずに
 を得るかである。組合側はこう考えるに違いない。今回，
拒否しても精々この平均的利得の獲得が関の山である以上，この水準の確保が
配慮されているのであれば，経営側は如何なる提案も飲むのではないかと。そ
こで組合側はこの水準を経営側に保証してやり，自らに 
  ，経営側に    の提案
を行うことになる（以上，表５参照のこと）。そしてこの提案は経営側にとっ
ても無差別であるため受け入れられることになる。
ここでの議論の前提から，提案機会が無限に存在しうることになっているた
初 回 次 回 次々回 …
組合側の利得      	    …
経営側の利得        …
表５
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め，組合側にとって議論の出発点の最初の段階（交渉の第３段階）から眺めた
ときのゲーム自体が，最後の段階（交渉の第１段階）から眺めたときのゲーム
全体とほとんど変わらず，事実上同一であることに注意されたい。従ってここ
でのサブゲーム完全均衡の結果として，   
が成立することになり，組合の提案により組合の利得は


 


であり，それを受けて経営者の利得は


  


となる。
これら，の両式において，自らの代替手段を有利化すれば，自らの利得
を増大させ，他方で相手の利得を減少させうることが容易に見て取れる。また
とすれば，もはや交渉の決裂を考慮しなくてよくなり，この場合，先の
両式は，前節の結果を交渉が無限回繰り返されるケースに拡張したものと自然
に解釈されうることになる。更にそこでとし，対称的な代替手段を持
つ参加者を仮定すると，どちらが先手，後手になるかに拘らず，労使がを
２等分する提案となることも確認できる。交渉費用が発生せず，代替手段も同
等であるため，共に優位性を発揮できる立場にないからである。
逆に とすれば，初回の組合側による提案の拒否は交渉の１００％決裂を
意味する。つまりそれぞれ最低限の代替手段による利得のみを得る結果とな
る。これは正しく最後通牒ゲームであり，組合側によってを保証する提案
が 為 さ れ れ ば，経 営 側 は そ れ に 同 意 せ ざ る を 得 な い。そ れ 故，

となる。このようにここでは最初の提案者の優位性が
より一層際立つこととなっている。１３）
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２．２ ケース
これまで前節のケース，，，及び本節前項のケースで，共に代替手
段に焦点を当て，その相対的有利不利の程度がそれぞれの利得に影響を及ぼす
ことを見てきた。特に前節での交渉では，参加者が妥結の先送りによりその期
における収益獲得の機会を失い，機会費用を負担するという意味での交渉費用
に直面していた。つまり交渉妥結の先送りが，営業再開を遅らせ，そのため本
来生じるはずの収益が断念され，そうした機会費用としての先延ばし交渉費用
が交渉過程で参加者に負わされていたのである。また前項ケースでは，交渉
が提案者によってコントロールし得ない外的な要因でランダムに決裂するリス
クを考慮し，それが交渉費用の一種として働く状況が想定されていた。
それらと比較し，このケースでの交渉費用に関する想定は大きく異なって
いる。つまり時間自体に価値があり，将来得られるものは，額面上同じであっ
ても現在得られるものよりも低い価値しか付与し得ないものとするのである。
従って今，妥結を見送れば，仮に将来に得られる見込みの利得であっても，あ
る程度それを割り引いて評価しなければならなくなる。その割引の程度はある
一定の割引率で計られる。割引率が低いと割り引く程度も低く，現在価値をあ
まり減じなくてよいことになる。そのときの状況を忍耐強い，辛抱強いなどと
形容することができよう。１４）
以上がここでの新たな交渉費用の一形態となり，新たな想定となる。具体的
には，割引因子 を乗じて利得を各時点で計り直すこ
とになる。これに伴う交渉の定式化は以下のようである。まずやはりここでも
交渉のある段階で組合側の提案が為されるものとしよう。そしてこの提案によ
りここで組合の得られるであろう最大利得をと定義する。これが議論の出
発点となる。
ここから１段階先に戻って経営側の提案を考える。この段階で妥結しない場
合に，組合側は次期においてを得るが，現段階であればその組合はその１
期先の利得をで割り引いて評価しなければならない。そのため，経営側は
展開型ゲームとしての労使賃金交渉 ８３
そのを組合側に保証し，自らの側にという提案を行うこととな
る。そして幸い想定によりそれは組合側によってぎりぎり受け入れられる。
更に１つ戻って，再び組合側が提案をする段階において，まず組合側が考え
ることとして，今回妥結しない場合，経営側は次期にを得るが，彼ら
はその利得をで割り引いて評価しなければならない点である。そこで組合
側はそのような態度の経営側に対して  の利得を保証し，自らに
  となる提案を行うことになる（表６参照）。この提案はやはり
経営側にとっても無差別であるため受け入れられる。
ここでもケースと同様に期限がない設定であるため，組合側にとってこの
最初の段階（第３段階）から眺めたときのゲーム自体が最後の段階（第１段階）
から眺めたときのゲーム全体と，事実上変わらないことになる。従って
  が成立する。よって自らの提案により組合の利得は


 


それを受けた経営者の利得は


  


となる。，の両式よりとなっており，先に提案する組合の利得
が経営側のそれを上回っていることがここで確かめられる。また双方の割引因
子を共に１に近づけ，将来を今と同等に評価しうる忍耐強く，かつ対称的な参
加者を想定すると，ロピタルの定理により共に／２となり，対象となってい
る成果を２等分することが合理的な提案となることも理解できよう。
更にここで式が
初 回 次 回 次々回 …
組合側の利得      …
経営側の利得      …
表６
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








またを表す式が









と，それぞれ書き換えられる。これら，の両式から，自らの割引因子が自
らの利得に関する効果はプラス，交渉相手の割引因子が自らの利得に関する効
果はマイナスとなっていることが確認できよう。自らが忍耐強くなれば自身の
利得を増大させ，交渉相手の利得を引き下げるよう作用することが分かる。
２．３ ケース
ケースでは，互いに代替手段を持ちつつ，他方で交渉が外的な要因でラン
ダムに打ち切られるリスクを考慮していた。ケースでは，参加者が交渉に要
する時間に価値を見出すため，将来に得られる利得に対しては割引因子を導入
して評価する状況を取り扱っていた。ここでは最後に両ケースを統合して，よ
り一般的なモデルとしたい。そのとき当初の組合側による提案はどのようなも
のとして表記されうるのであろうか，これまでと同様の手続きで以下，確認し
てみよう。
先の両ケースと同様に，交渉のある段階で組合側の提案が為されるものとす
るところから議論を始める。まずこの提案によりここで組合の得られるであろ
う最大利得をと定義しておく。
ここから１段階先に戻って経営側の提案を考える。この段階で妥結しない場
合には組合側は，次期に交渉が確率 で決裂してを得るか，確率で
決裂せずにを得ることになるため，この段階で妥結しない場合には組合側
は平均利得  を次期に得るが，現段階でそれを評価すれば
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で割り引いて計らなければならない。そのため，経営側は組合側に
   だけを保証し，自らに対して残り   
という提案を行えばよいことになる。そして当然この提案は想定により組合側
に受け入れられる。
さて更にもう１つ戻って再び組合側が提案をする番を考えてみる。この段階
で交渉が妥結しない場合，経営側は次期に で決裂してを得るか，で
決裂せずに   を得ることは分かっている。しかしこれら
はで割り引いて評価しなければならないので，組合側が経営側に対し保証
すべきなのは，むしろ   〔   〕である。よっ
て組合側は自らの利得を   〔   〕とする
提案を行うことになる（表７参照）。そしてこの提案はやはり経営側にとって
も受け入れと拒否の際の利得とが無差別となっているため，受け入れられる。
ここでの議論の前提で期限がないので，組合側にとって，議論の前提とした
最初の段階（交渉の第３段階）から眺めたときのゲーム自体が，最後の段階（交
渉の第１段階）から眺めたときのゲーム全体と，事実上変わらない。従ってこ
こでは	   〔   〕が成立する。よって
自らの提案により組合の利得は


	
    
  

またそれを受けた経営者の利得は
初 回 次 回 次々回 …
組合側の利得
   〔
  〕
     …
経営側の利得
   〔
  〕
     …
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
     
  

となる。これら，式において，もしとすればケースの，
式に，他方，もし とすればケースの，式に，それぞれ対応して
いることが容易に確認できる。
２．４ まとめ
本節においても交渉を長引かせる要因を見出し得なかった。本節で展開した
何れの交渉でも，組合側による最初の提案を交渉相手が受け入れて直ちに終結
することになっている。これには前節のものと種類こそ異なれ，交渉に何らか
のロス（決裂リスク and/or割引因子）が避けられない状況に変わりはないか
らである。
また交渉力を左右するのは提案の順序，相対的な代替手段の有利さ，相対的
な忍耐強さの程度であった。ここでは交渉が無限に続きうる状況を考慮してい
るため，最終提案者は決まっていない。そのため前節でのように優位に立ちよ
うがなく，むしろ割引因子などによって最初に提案する側の有利性のみが働い
ている。前節のまとめのところで既に確認したのと同様に，本節ケースにお
いても交渉力を高めるのはやはり代替手段の相対的有利さである。また代替手
段だけでなく，本節ケースにおいては忍耐強さに関しても，その相対的大き
さが交渉力に影響することが，同様に確認できる。従って仮に自分の代替手段
を有利化したり忍耐強さを強化することができなくとも，代わりに交渉相手の
有する代替手段を不利化したり彼らの忍耐強さを挫くことができるならば，そ
れによって自らの利得を同じように引き上げられるのである。最後に本節では
より一般的に，ケースとを統合する議論をケース	としてまとめた。
３．結 び
完備情報の下では交渉機会が有限，無限の場合，何れも意図的な遅延行為は
展開型ゲームとしての労使賃金交渉 ８７
あり得ない。初回での提案が承認され，交渉自体はその段階で直ちに妥結・終
了する。本稿ではまずこの種の交渉の効率性問題を具体例を用いて明らかにし
た。その際，この結末を引き出すためにも，敢えて，最初の提案が承諾されない
ような事態を調べ挙げておくことの重要性をも強調した。つまり都合の悪いシ
ナリオを見通すことで，より手前での意思決定にそれらを反映させるのである。
このような意味での均衡経路外における意思決定を，交渉力へ投影する要因
としては，代替手段，決裂リスク，割引因子等があり，これらを考慮しながら，
初回，組合側による提案にまで結実させ，取り上げた各ケースでのサブゲーム
完全均衡を，逐次検討し，かつ解釈を加えた。その結果としての交渉の効率性
を踏まえると，提案の順序，相対的な代替手段の有利さ，相対的な忍耐強さの
程度が参加者の交渉力を左右することを確認した。
更に次稿では利得構造について正確な知識を持つ本稿での想定を変更させ，
新たに不完備情報の下でやはり同種の労使間賃金交渉に関する議論を行うこと
とし，そこでの結果を特に効率性や交渉力要因に関して比較してみることにし
たい。
（付記）本稿は，２００４年度に交付を受けた松山大学特別研究助成による研究成果の一
部である。
注
１）簡単化のために本稿ではプレイヤー数は２人（組）とする。
２）この点はいみじくもMuthoo（１９９９）において
“a situation in which two players have a common interest to co-operate, but have conflicting
interests over exactly how to co-operate”
と表現されている。
３）交互提案交渉の問題点については神戸（２００５）を参照のこと。
４）Dixit and Nalebuff（１９９１）第１１章においてここと同種の議論が為されている。
５）サブゲーム完全均衡の定義，バックワード・インダクションという手法，及び均衡経路
外意思決定のポイント等については，松本（２００４）を参照のこと。
８８ 松山大学論集 第１７巻 第５号
６）最初の提案がそのまま最終提案となるケースが，所謂最後通牒ゲームである。そこにお
いて提案権を持たない者は為された提案を承諾するかどうかを決めることしかできず，再
提案の機会はない。そのため提案者は強い立場で要求を突き付けることができる。ここで
の最終段階におけるサブゲームは事実上の最後通牒ゲームといえる。
７）Dixit and Nalebuff（１９９１）ではこの状況が“a happy beginning”と表現されている。
８）ここでは１００万円＞３０万円＋４０万円である。最初に触れたように，交渉の前提とし
て合意による全体の取り分が両者の代替手段による合計を上回っていなければならないか
らである。
９）ここでのモデルの設定に関しては，McMillan（１９９２）第５章の議論を参考にした。
１０）前節で用いた交渉の対象物となる成果の取り分が，ここではより一般的に利得と表現さ
れている。
１１）前節の議論では自らの代替手段の存在が，提案者からの妥協を引き出す上で最低限の保
証水準として機能していた。この後明らかとなるように，本節ではそれ以上に受け手自ら
の交渉力を引き上げることにまで役立っている。この点に関して神戸（２００４）第１１章を
参照のこと。
１２）このように交渉における外的に決裂する恐れを考慮することであっても，交渉費用がモ
デルに導入されることになる。そこでは交渉が継続される確率が割引因子としての役割を
果たしている。この点でケースを後のケースと比較されたい。
１３）のそれぞれの利得に及ぼす効果は，により





 






 

であり，組合側の利得へはプラス，経営側の利得へはマイナスとなっている。このように
して決裂する確率の上昇が初回提案権を持つ組合側の利得を増加させ，後手の経営側の利
得を減少させていることが分かる。
更により一般的に，経営側が組合側の提案を受け入れなかった場合に決裂する確率と組
合側が経営側の提案を受け入れなかった場合に決裂する確率を区別しよう。前者を，
後者をとする。そのとき組合側の利得は


    

経営側の利得は


   

展開型ゲームとしての労使賃金交渉 ８９
である。このときとすると，両式より，が得られる。ここで，のそ
れぞれの利得に及ぼす効果を確認しよう。以下のようになる。




    
 





   
 





  
 





   
 

の組合側の利得への効果はプラス，の効果はマイナス，同様にの経営側利得へ
の効果はマイナス，の効果はプラスとなっている。いずれも相手の提案拒否による交
渉決裂の確率が上昇するとき，自らの利得を増加させ，逆に相手の利得を減少させており，
相対的決裂リスクの大きさが重要であることが分かる。
１４）Dixit and Skeath（２００２）第１７章では，交互提案交渉モデルにおける合意先送りによる
交渉費用に関し，‘total value decays’と ‘impatience’の２つに分け，分かりやすく解説され
ている。それぞれ本稿においては前節の諸ケースと本節のケースに対応する。
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